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1. 米国大統領のデジタル資産市場作業部による報告書 

米国では、暗号資産を巡る規制の明確化とイノベーション促進に向けた動きが加速している。2025 年 1 月に就

任したトランプ大統領は、「米国を世界の暗号資産の首都にする」との方針を掲げ、その実現に向けて大統領令

14178 号 により、大統領のデジタル資産市場作業部会（PWG）を設置した。PWG は、大統領令で定められ

た政策を推進するための規制および立法上の提案に関する報告書を提出する任務を与えられた。 

これを受け、PWG は 2025 年 7 月 30 日に、トランプ大統領の公約実現に向けた提言やロードマップを示す報告

書を公表した。この報告書では、米国議会や金融規制当局等に対し、①デジタル資産市場構造、②銀行業と

デジタル資産、③ステーブルコインと決済、④不正資金対策、⑤課税に関する幅広い提言が盛り込まれている。

例えば、証券取引委員会（SEC）と商品先物取引委員会（CFTC）に対しては、既存の規則制定権限等を

活用して、連邦レベルでのデジタル資産規制の明確化を進めることが推奨された。また、銀行規制については、デ



ジタル資産の自己資本・流動性規制上の取扱いを巡り、バーゼル銀行監督委員会（BCBS）の国際基準を近

代化すること等が提言されている。 

今後は、こうした PWG 報告書の提言を踏まえた包括的な制度整備が本格化すると見込まれる。これにより、米

国の金融機関にとっては、規制の不透明性が一定程度解消され、コンプライアンスを確保しながら暗号資産関

連ビジネスに参入する余地が広がる可能性がある。他方で、多くの提言は議会による立法措置や当局間の調

整を前提としているため、今後の議会審議や規制当局の動向を注視する必要があるだろう。 

2. EU における 2025 年の銀行ストレステストの結果 

EU では、2025 年の銀行ストレステストの結果が公表された。欧州銀行監督機構（EBA）は 2025 年 1 月、合

計 64 行の大手銀行を対象とした隔年実施のストレステストを開始した。今回のストレステストでは、地政学的緊

張の再燃、関税引き上げを伴う貿易の分断の固定化、継続的な供給ショックなどを背景とする世界的なマクロ

経済・金融環境の急激な悪化を想定したアドバース・シナリオが用いられた。 

EBA が 8 月に公表した結果によると、アドバース・シナリオの下では、2025 年から 2027 年までの 3 年間で EU の

銀行全体で 5,470 億ユーロの損失が見込まれる一方、引き続き強固な資本基盤を維持できることが示された。

特に、ストレステスト期間中の銀行の高い収益力が損失を部分的に相殺し、2023 年のストレステストと比べて自

己資本の減少幅は抑制される結果となった。 

また、欧州中央銀行（ECB）が実施した独自のストレステストにおいても、金利上昇や安定した資産の質に支え

られた強い収益性により、自己資本の減少幅は前回よりも小さくとどまった。こうした結果は、EU の銀行セクター

が依然として深刻な経済ショックに対して高い頑健性を備えていることを裏付けていると評価できる。 

3. 金融庁の 2025 事務年度金融行政方針 

金融庁は 8 月 29 日に、「2025 事務年度金融行政方針」を公表した。今回の主なポイントとしては、①地域金

融力強化プランの策定、②人的資本開示・NISA の一層の充実、③暗号資産・ステーブルコインに関する施策の

推進、④協同組織金融機関における適切な経営管理および業務運営の確保、⑤保険業界の信頼の回復と

健全な発展に向けた対応、⑥組織体制の不断の見直しと金融行政の進化が挙げられている。特に、監督機



能の高度化に関しては、監督局を「資産運用・保険監督局」と「銀行・証券監督局」に再編することが検討され

ており、今後の監督実務や金融機関の対応に与える影響が注目される。 

 

 

4. お問い合わせ先 

勝藤 史郎 

デロイト トーマツ リスクアドバイザリー合同会社 

リスク管理戦略センター 

マネージングディレクター 

〒100-0005 東京都千代田区丸の内 3-2-3 丸の内二重橋ビルディング  

Tel: 03-6213-1300 Fax: 03-6213-1117 
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